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松本市の豊かな環境を守り適正な太陽光発電事業を推進する条例施行規則 

令和６年１２月１０日 

規則第１０１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松本市の豊かな環境を守り適正な太陽光発電事業を推進する条例（令和５年条例

第４０号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（事業区域） 

第２条 条例第２条第６号イに規定する次の各号に掲げる区域とは、当該各号に定める区域をいう。 

(1) 物理的形状によって一体と認められる区域 設置事業及び発電事業を行う一団の土地（以下「事

業用地」という。）と隣接する一団の土地又は里道、農業用水路その他の法定外公共物（実質的に

その機能を喪失していると認められるものに限る。）を挟んで隣接する一団の土地 

(2) 所有者の形態によって一体と認められる区域 事業用地と隣接する一団の土地であって、事業用

地又は太陽光発電設備の所有者と同一の者が所有する太陽光発電設備等が設置されるもの 

(3) 事業者の形態によって一体と認められる区域 事業用地と隣接する一団の土地であって、事業用

地に係る設置事業者又は発電事業者と同一の者が設置事業又は発電事業を行うもの 

（事前申請） 

第３条 申請予定者は、条例第８条第１項の規定による届出をしようとするときは、設置事業事前申請

書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

(1) 事業区域内の土地に係る土地所有者一覧表 

(2) 事業区域内の土地に係る登記事項証明書 

(3) 事業区域内の土地に係る公図の写し 

(4) 事業区域の位置図 

(5) 事業区域の区域図 

(6) 土地利用計画平面図 

(7) 造成計画平面図及び断面図 

(8) 排水計画平面図及び断面図 

(9) 雨水排水浸透計算書 

(10) 擁壁の構造図（擁壁を設置する場合に限る。） 

(11) 太陽光発電設備の構造図 

(12) 事業区域内に設置する工作物の構造図 

(13) 現況写真 

(14) 発電事業者及び設置事業者の登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

(15) 当該事業に係る関係法令等の一覧 

(16) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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２ 条例第８条第２項第７号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 発電事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の

所在地） 

(2) 発電した電力の用途 

(3) 事業区域に土砂災害警戒区域又は山地災害危険地区が含まれる場合にあっては、近隣の指定避難

所及び当該指定避難所への避難経路 

３ 条例第８条第３項の規定による届出を受理した旨の通知は、設置事業事前申請受理通知書（様式第

２号）によるものとする。 

（近隣住民等への説明及び意見の聴取） 

第４条 条例第９条第１項の規定による掲示は、太陽光発電設備設置事業計画に係る掲示（様式第３号）

によるものとする。 

２ 申請予定者は、前項の掲示をしたときは、条例第９条第２項の規定により開催しようとする説明会

に係る日時、場所その他必要な事項を記載した説明会開催通知書（様式第４号）に市長が必要と認め

る書類を添えて、市長に提出するものとする。 

３ 申請予定者は、条例第９条第２項の説明会において、次に掲げる事項を説明するものとする。 

(1) 事業計画の内容 

(2) 防災、雨水処理並びに自然環境、生活環境及び景観の保全に関する事項 

(3) 工事に伴う騒音、振動及び雨水への対策に関する事項 

(4) 太陽光発電設備の保守及び維持管理に関する事項 

(5) 太陽光発電設備廃止後の処理方法に関する事項 

(6) 災害その他の非常事態への対応に関する事項 

(7) 住民から出された意見への対応 

４ 条例第９条第５項の回答の内容を記載した書面は、意見に対する回答報告書（様式第５号）による

ものとする。 

５ 条例第９条第６項の結果を記載した書面は、協議報告書（様式第６号）によるものとする。 

６ 条例第９条第７項の規定による公表は、インターネットの利用その他の適切な方法により行うもの

とする。 

（設置事業の許可） 

第５条 設置事業者は、条例第１３条第１項の規定による申請を行うときは、設置事業許可申請書（様

式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

(1) 事業区域内の土地に係る土地所有者一覧表 

(2) 事業区域内の土地に係る登記事項証明書 

(3) 事業区域内の土地に係る公図の写し 

(4) 事業区域の位置図 
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(5) 事業区域の区域図 

(6) 土地求積図 

(7) 現況図 

(8) 土地利用計画平面図 

(9) 造成計画平面図及び断面図 

(10) 排水計画平面図及び断面図 

(11) 雨水排水浸透計算書 

(12) 擁壁の構造図（擁壁を設置する場合に限る。） 

(13) 太陽光発電設備の構造図 

(14) 事業区域内に設置する工作物の構造図 

(15) 現況写真 

(16) 工事工程表 

(17) 維持管理に係る計画書（様式第８号） 

(18) 撤去処理に係る計画書（様式第９号） 

(19) 設置事業者と工事施工者との間で締結した契約書の写し又は工事施工予定者が作成した当該事

業に係る見積書 

(20) 発電事業者及び設置事業者の登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

(21) 当該事業に係る関係法令等の一覧 

(22) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、条例第１３条第１項の許可をするときは、申請者に対し設置事業許可通知書（様式第１０

号）により通知するものとする。 

３ 条例第１３条第３項第１７号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 発電事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の

所在地） 

(2) 発電した電力の用途 

(3) 事業区域に土砂災害警戒区域又は山地災害危険地区が含まれる場合にあっては、近隣の指定避難

所及び当該指定避難所への避難経路 

（設置許可の基準） 

第６条 条例第１４条第１項第２号の自然環境を害するおそれがないものとして規則で定める基準は、

次のとおりとする。 

(1) 事業区域内において実施しようとする樹木の伐採が、設置事業を実施する上で必要最小限である

こと。 

(2) 国内希少野生動植物種その他の重要な野生動植物の生息又は生育に対し、重大な支障を生じるこ

とのないよう配慮していること。 
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２ 条例第１４条第１項第３号の景観を阻害するおそれがないものとして規則で定める基準は、松本市

景観計画デザインガイドラインに定める景観区域又は類型地における景観形成基準とする。 

３ 条例第１４条第１項第４号の造成を行う場合に適合していなければならない基準は、次のとおりと

する。 

(1) 事業区域における地形、地質、地下水、地盤等について調査の上、設計されたものであること。 

(2) 地盤の沈下、崖崩れ、出水その他地盤の形質変更に伴う災害を防止するため、事業区域内におい

て地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な次に掲げる措置等を講じること。 

ア 事業区域外における地盤の隆起を防止するための土の置換え、水抜きその他の措置 

イ 造成によって崖が生じる場合にあっては、特別の事情がない限り、当該崖の上端へ続く地盤面

への当該崖の反対方向に向かって雨水その他の地表水を流すための勾配を付すこと。 

ウ 切土をした後の地盤に滑り易い土質の層があるときは、地滑り抑止ぐい、グラウンドアンカー

その他の土留（以下「地滑り抑止ぐい等」という。）の設置、土の置換えその他の措置 

エ 盛土をする場合にあっては、盛土しようとする層の全高をおおむね３０センチメートル以下の

厚さの層に分割し、分割した一の層の土を盛るごとにローラーその他これに類する建設機械によ

り締め固めること及び必要に応じて地滑り抑止ぐい等の設置その他の措置 

オ １５パーセント以上の傾斜を有する土地において２メートルを超える盛土をする場合にあって

は、当該土地の地盤と盛土とが接する面への段切りその他の措置 

カ 切土又は盛土をする場合において地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生じるおそれがあると

きは、事業区域内の地下水を有効かつ適切に排出することが可能な排水施設の設置 

(3) 造成計画に当たっては、事業区域内及びその周辺における切盛土量の均衡を取るよう計画するこ

と。 

４ 条例第１４条第１項第５号の雨水排水施設等が適合していなければならない基準は、次のとおりと

する。 

(1) 事業区域の規模及び地形、発電設備の種類、周辺の状況、降水量等を勘案し、雨水を有効かつ適

切に処理できるよう計画されたものであること。 

(2) 事業区域内の雨水の全量を、事業区域内において浸透処理すること。ただし、やむを得ないと認

められる場合であって、水路管理者、権利者、利用関係者等の同意が得られた場合においては、既

設の水路へ接続できるものであること。 

(3) 別表第１に規定する５年に１回の確率で想定される降雨強度値以上の降雨強度値を用いて算定し

た計画雨水量並びに事業に起因し、又は付随する排水量及び地下水量から算定した計画排水量を有

効に排出することが可能となるよう計画されたものであること。 

(4) １ヘクタール以上の敷地において雨水流出の変化が予想される場合においては、防災調整池その

他の流出抑制措置を講じること。 

５ 条例第１４条第１項第６号の崖面の保護が適合していなければならない基準は、次のとおりとする。 
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(1) 切土をした土地にあっては高さ２メートルを超える崖、盛土をした土地にあっては高さ１メート

ルを超える崖、切土及び盛土をした土地にあっては高さ２メートルを超える崖が生じる場合におい

ては、当該崖を擁壁で覆うこと。ただし、切土をした土地に生じる崖又は崖の部分のうち、次に掲

げるものの一に該当する崖面については、この限りでない。 

ア 当該崖の土質が別表第２左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた勾配が同表中欄の角

度以下のもの 

イ 当該崖の土質が別表第２左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた勾配が同表中欄の角

度を超え同表右欄の角度以下のものであって、当該崖の上端から下方に垂直距離５メートル以内

の部分。この場合において、別表第２に該当する崖の部分により上下に分離された崖の部分があ

るときは、別表第２に該当する崖の部分は存在せず、その上下の崖の部分は連続しているものと

みなす。 

(2) 前号の規定は、小段等により上下に分離された崖がある場合における下層の崖面の下端を含み、

かつ、水平面に対し３０度を超える角度をなす面の上方に上層の崖面の下端があるときは、その上

下の崖を一体のものとみなし適用する。 

(3) 第１号の規定は、土質試験等に基づく地盤の安定計算により崖の安全を保つための擁壁の設置が

不要であることを確認した場合、又は災害の防止上支障がないと認められる土地において擁壁の設

置に代えて他の措置が講じられた場合は、適用しない。 

(4) 造成によって生じる崖の崖面は、擁壁で覆う場合を除き、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等

により風化その他の侵食に対し保護すること。 

６ 条例第１４条第１項第７号の道路、河川、水路その他の公共施設の構造、管理等に支障を来すおそ

れがないものとして規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 事業区域に接する建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条の道路の幅員が４メートル

未満の場合は、当該道路の幅員を道路の中心線から片側２メートル以上ずつ確保すること（崖地、

河川等により道路の中心線から片側２メートルの幅員を確保できない場合は、当該崖地等の道路の

側の境界線から４メートル以上の道路幅員を確保すること。）。 

(2) 車両の通行に支障がない措置が講じられていること。 

(3) 大型車両の通行等による既存道水路の破損等を防止する措置が講じられていること。 

７ 条例第１４条第１項第８号の太陽光の反射、騒音等による生活環境に対する被害を防止するための

措置その他近隣住民等の生活環境を保全するための措置が適合していなければならない基準は、次の

とおりとする。 

(1) 事業区域の近隣に建築物、公園、道路等（以下「建築物等」という。）がある場合は、設置施設

により反射される太陽光が建築物等の利用に支障を及ぼさないよう措置が講じられていること。 

(2) 建設機械及び工事に伴う騒音及び振動を防止するための措置が講じられていること。 

(3) 近隣区域内に家屋がある場合は、太陽光発電設備及び発電事業に必要な附帯設備から生じる低周
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波音を防止するための措置が講じられていること。 

(4) 太陽光発電設備を適切に運用するための保守点検及び維持管理に係る必要な手法及び体制が整え

られていること。 

(5) 太陽光発電設備及びその附帯設備における発電事業終了後の廃棄に係る必要な手法及び体制が整

えられていること。 

(6) 太陽光発電設備の搬入及び設置を行う時間、期間等が、近隣住民等の生活環境へ与える影響が最

小限となるものであること。 

(7) 太陽光発電設備及びその附帯設備が、電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産

業省令第５２号）に適合していること。 

８ 条例第１４条第１項第１１号に規定する回答を適切に行っていることとは、設置事業者が条例第９

条第４項に規定する回答をするに当たり、事業計画における事実及び対応の陳述にとどまらず、意見

の趣旨を確認した上で、意見を有する住民等が理解できるようシミュレーション等を用いて分かり易

く説明するよう努めていることをいう。 

９ 条例第１４条第１項第１１号に規定する協議を適切に行っていることとは、設置事業者が策定しよ

うとする条例第１３条第１項の事業計画に条例第９条第５項の規定による協議の結果を反映してい

ることをいう。 

（変更の許可） 

第７条 条例第１５条第１項の設置許可の内容の変更は、事業計画変更許可申請書（様式第１１号）に

よるものとする。 

２ 条例第１５条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

(1) 氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）の変

更 

(2) 条例第１３条の許可に係る太陽光発電施設の機能を維持するために行う変更 

３ 条例第１５条第３項の規定による届出は、軽微な変更届（様式第１２号）によるものとする。 

（標識の設置） 

第８条 条例第１６条の規則で定める標識は、標識（様式第１３号）によるものとする。 

（着手の届出） 

第９条 条例第１８条の規定による届出を行うときは、設置事業着手届（様式第１４号）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出するものとする。 

(1) 発電事業者が当該発電事業を実施することを証する書類 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（完了の届出） 

第１０条 条例第１９条の規定による届出は、設置事業完了届（様式第１５号）によるものとする。 

（定期報告） 
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第１１条 条例第２１条の規定による報告は、定期報告書（様式第１６号）によるものとする。 

（事故等の報告） 

第１２条 条例第２２条の規定による報告は、事故等の報告書（様式第１７号）によるものとする。 

（廃止の届出） 

第１３条 条例第２３条の規定による届出は、設置事業廃止届（様式第１８号）によるものとする。 

（発電事業及び許可事業の承継） 

第１４条 条例第２４条の規定による届出は、事業承継届（様式第１９号）によるものとする。 

（電子申請） 

第１５条 許可事業者及び発電事業者並びに発電事業者又は許可事業者からその地位を承継した者が、

市長が指定するウェブサイトを利用する方法で条例第２１条の規定による報告を行うときは、書面に

代えて、当該書面に掲げる情報を電磁的記録により市長に提出することができる。 

（補則） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（令和６年３月６日告示規則第２３号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１２月１０日告示規則第１０１号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の松本市の豊かな環境を守り適正な太陽光発電事業を推進する条例施

行規則（以下「新規則」という。）の規定は、この規則の施行の日以後の事前申請に係るものか

ら適用し、同日前の事前申請に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この規則による改正前の松本市の豊かな環境を守り適正な太陽光発電事業を推進する条例施

行規則の規定による様式は、当分の間、新規則の規定による様式とみなす。 

別表第１（第６条関係） 

想定される降雨強度値 

確率年 ５年に１回 ３０年に１回 ５０年に１回 

下記以外の地区 ９１６．５／（t０．７８

＋８．２２） 

２，２７７．９／（t０．

８９＋１５．７６） 

２，７２５．３／（t０．

９１＋１７．６１） 

安曇・奈川地区 ３５８．３／（t０．５６

＋０．６９） 

３０５．７／（t０．４６

＋０．３６） 

３５２．５／（t０．４７＋

０．５２） 

備考 

１ tは、降雨継続時間とする。 

２ 降雨強度は５年に１回の確率で想定される降雨強度以上の値を用いるものとする。ただし、事

業区域の面積が１ヘクタール以上１０ヘクタール未満の場合は３０年に１回の確率で想定され
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る降雨強度以上の値を、１０ヘクタール以上の場合は５０年に１回の確率で想定される降雨強度

以上の値を用いるものとする。 

別表第２（第６条関係） 

土質 擁壁を要しない勾配の上

限 

擁壁を要する勾配の下限 

軟岩（風化の著しいものを除く。） ６０度 ８０度 

風化の著しい岩 ４０度 ５０度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土その他これ

らに類するもの 

３５度 ４５度 

 


